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中国はどこまで変貌したか
朱 建
?
はじめに
　一般的に，過去のことに対して，ある程度は客観的に捉えられるが，現在進行中のことに対し
てはなかなか客観的に評価を下しにくい。作業の心情，立場の違いに影響される部分がより大き
いし，なによりも目の前に溢れるさまざまな事象から本質を現すものを見出すことが難しい。し
かし中国の改革・開放路線の現状に関して，われわれは全般的に，客観的な評価を与えなければ
ならない時期に来ている。その理由は3っである。
　1．　旧ソ連・東欧の激変の後，社会主義時代が終わったとも言われているが，中国だけは社会
主義の看板を掲げながら，経済が好況を呈し，市場が繁栄し，政治・社会情勢も天安門事件の影
から抜け出し，比較的に安定した局面にある。特に今年に入ってから，郵小平の大号令下，旧ソ
連，東欧の経済窮状を尻目に，更なる発展をと気勢を挙げている。「中国の特色のある社会主義」
の道は果たして今後も続くか，続くとしたら中国の特殊現象なのかそれとも社会主義の流れを表
すものなのか，これについて今，世界的に関心が持たれている。
　2．　1989年の天安門事件により，中国の改革・開放路線は少なくとも一時，挫折したかのよう
に見えた。この頓挫と10数年来の郵小平路線との関係は一体どのように評価されるべきか，これ
にっいて最近，研究者の間でも一種の戸惑いが感じられているようだ。しかしこの問題への取り
組みは中国の行方を占う上でも，また発展途上国における「発展優先か人権優先か」の論争にお
いても，重要な意味をもつであろう。
　3．　1992年に入って，李先念，郵頴超，最栄榛など中国革命の第1，2世代の指導者が相次いで
逝去した。一方，首脳部の新しい人事がいろいろと推測されている。中国は世代交替の大幅な転
換期を迎えているが，今後の新指導部の取る政策，進む方向は未知数の部分が多い。それを展望
するためにも，今までの改革・開放時代の現状を歴史的に捉え，更にその延長線に今後の方向性
を見出す努力が要求される。
　これまで中国についての現状分析は少ないとは言えないが，それぞれ一側面に深入りするのが
多く，その全体像と現政治・経済の歴史的位置付けを論じるものは意外に少ない。社会科学研究
の厳密さにより，大きすぎるテーマを取り上げたくないためであろうが，以上の理由から，本論
文はあえて，郵小平の改革・開放路線が中国の政治・経済・理論・社会など諸分野にもたらした
変化を全般的に検討した上で歴史的，総合的な評価を試みることを中心テーマとしたい。大きい
テーマなので，この論文だけで完全な結論を引き出すことはむろん望めないが，新しい分析の視
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角を仮設的に提供することにより，更に今後の研究の土台にしたい。
分析枠組みの提出
　時節柄，改革・開放下の中国の変貌ぶりを紹介する論文，記事がマスコミをにぎわしている。
一方，中国は全然変わっていないと断する論文・記事も少なくない。両方とも事実の一側面を捉
えていると思うが，中国という巨象の複雑な事象の一部をそれぞれ根拠に使っても，とうてい一
致した結論には到着せず，水掛け論に終わってしまう恐れがある。
　筆者もむろん，複雑な諸現象から決定的な根拠を捜し出し，決定的な結論を見出す力をもって
いない。だが，より客観的な評価に接近する努力を払いたいと思う。
　中国流に言えば，物事の変化過程に多々ある「量的変化」に注意力を払うだけでなく，「質的変
化」，内面的変化を示す要素を選別することにより，現在進行中のことに対しても，一定の客観的
な評価を与えることが出来ると考える。この「質的変化」に接近する分析枠として，本論文では，
次のような4つのレベルの分析構造を仮設的に提出する。
　1．　政策レベルの変化。党，政府指導部が主導した経済，政治，外交などの分野における政策
的調整，およびそれにもたらされる変化を検討することによって，特に表面において中国がどこ
まで変化したかを分析してみる。
　2．　理論レベルの変化。社会主義中国の政策を制約した思想，理論分野の内容である。「4つの
基本原則」が堅持されている現状では，この分野に劇的な変化は期待できないが，物静かに水面
下で変化が起こっているのは事実である。このレベルの変化の内容の検討を通して，「中国型社会
主義」の本質をある程度突くことができ，それにより，伝統的社会主義像との決定的な相違も浮
かび上がってくると思われる。
　3．社会意識レベルの変化。中国の場合，それは政策レベルの変化にもたらされ，市民生活に
浸透していく意識・観念上の変化をさす。このレベルの内容については，かかわる範囲が広すぎ
てなかなか的確に把握しにくいが，一定の客観的評価を与えることによって，中国の今日の変貌
ぶりの進展度合いを見出すことが可能である。社会意識レベルの内容は一旦変化し出したら，政
策，理論レベルの内容の揺れ幅を制限する力をもっているからである。
　第4レベルは社会・政治構造の内容をさす。それはは今までの中国（封建時代から文化大革命
まで）の体質を根本から規定した中国社会の底流というものであるが，一番変わりにくい部分で
ある。果たして改革・開放路線がこの部分の変化にも及んだのだろうか。また中国の社会・政治
構造に変化が生じているとすれば，どの方向に向かっているか。その評価は改革・開放路線の行
方，中国モデルの世界的意義に対する判断につながっていくと思われる。
　この4つのレベルで改革・開放路線のもたらした変化の進展ぐあいを検討するが，比較の対象
をとりあえず1978年前の社会主義中国に設定ずる。これにはただ混乱中の文化大革命時だけでは
なく，50年代中期，60年代前半など社会主義建設が比較的に順調に進んだとされる時期も含まれ
る。また，縦の（歴史の）軸だけではなく，横の比較一現代世界との比較の視角も取り入れる
必要を感じる。
　この4つのレベルの内容は表面から深層へと配列している。中国の変化は第1の政策レベルに
まず発生し，それが第2，3，4レベルへ拡大し，浸透していくが，第1レベルでは改革・開放方向
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への変化が比較的に起こりやすいが，指導部の人事，政策決定者の個性，権力構造に左右される
ところが多いので，揺れ戻しも生じやすい。しかし深層に改革の新風を及ぼせば及ぼすほど，都
小平路線が安定度を増していく。また深層の変化は表面層（第1，2レベル）の揺れ幅を規定する
特徴をもつ。この特徴から天安門事件後の揺れ戻しを捉え直してみると，一時的な後退は主に第
1レベルの内容，特に政治政策の分野に現れたにすぎないことが分かる。しかし武力鎮圧があった
にもかかわらず，なぜ経済改革路線は依然と堅持され，1992年に入ってから更なる改革の新しい
波が押し寄せているのか，その答えは，10年余りの改革・開放政策の実績が次第に深層の諸レベ
ルへと浸透し，今度は第2，3，4レベルの既に発生した変化が逆に，第1レベルの政策的揺れの幅
を制約しかかっているからだ，ということである。中国の今後の行方を展望するとき，このよう
に相互制約にある諸レベルの内容を総合的に分析したほうがより事実を捉えられるのではないか
と考える。
以下は順を追って各レベルの内容の変化を概略的に検討してみよう。
政策レベル
　政策とは，「政府を始め政党などの政治集団が目的達成のためにとる方策」だと定義されるω。
一国政府の取る方策，すなわち政策は経済・外交・教育・軍事など各分野に及ぶが，それを全部
分析するのは，本論文はスペースの限りで不可能なので，ここでは，主に改革と開放路線に直接
関係した国内経済政策，対外開放政策および国内政治政策を取り上げて検討したい。
　　1．経済政策
　1978年までの中国の社会主義経済政策は大別して，次の3つの側面があった。
　1番目は中央集権型計画経済体制。熱狂的な社会主義政治教育優先の「政府がすべてを統帥す
る」指導方針，共産党指導路線のもとで，経済運営では，すべての決定権が北京に集中され，地
方も，企業も労働者も，生産に関する決定権をなんら持たない。また，市場経済を徹底的に否定
し，各経済領域とも生産から流通，販売までを「指令型」計画で統制していた。
　2つ目は高度な固有化政策。生産財の徹底的な国有化，集団所有化を進め，都市部の企業では，
国家所有が80％，集団所有20％を占め，私営企業はゼロに近かった。1978年，全中国の靴磨
き，自転車修理工，廃品回収などの個人労働者はわずか，15万人しかいなかった（2）。農村では，
土地，農具などをすべて集中した人民公社制度が進められ，99％の農民が人民公社に入ってお
り，農民の私有地，自由市場，家庭内副業はほとんど全部禁止された。
　3つ目は国外との経済交流をほとんど閉ざした「自給自足」型の発展方針。1978年まで，中国
は「海外からの投資・援助・借款を拒否する」という「対外経済三原則」を持ち，70年代後半
は，「内債も外債もない」ことを自慢していた。
　これらの旧経済政策に対し，1992年の時点にたってみると，まさにコペルニクス的転換が発生
したといえる。
　1番目の中央集権型計画経済体制は，明確に否定されるにいたった。まず旧計画経済体制への修
正として「鳥籠経済」論（陳雲）が1982年の第12期党大会の政治報告に取り入れられ，次に1984
年，12期3中全会の「経済体制改革にっいての決定」の中で「計画的商品経済」論が採用され，
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更に1987年の第13回党大会では「国家が市場をコントロールし，市場が企業を誘導する」方針
が採択された。天安門事件後，一時，計画経済と市場経済の在り方について意見相違が現れたが，
1992年春以降，中共中央政治局で「社会主義市場経済への移行」という真新しい理念が提起さ
れ，10月の第14回党大会で正式方針として採択されるにいたった。市場経済的運営に対する全面
的肯定が中央集権型計画経済に対する全面的否定になっていることは一目瞭然である。
　2番目の高度な国有化政策に対し，今は「公有制を中心とする各種の所有形態の並存」が基本方
針だと掲げられ，国有・国営化イコール社会主義の考えは基本的に否定されたといえる。農村で
は80年代前期，人民公社は解体され，95％以上の農民は「生産請負制」を実行し，請け負う土
地の15年以上の使用権を有するようになった。今日中国の農村政策は，資本主義国家のと大差は
ないとよくいわれている。
　都市部では，私有企業，「3資企業」などの新しい所有形態が大量に現れ，1990年の工業総生産
における非国営企業の占める割合は46％に達し，5割を越える勢いである。また，社会主義経済
の根幹と見られた国営大中型企業を市場メガニズムにのせる本格的な構造改革が1991年9月の
中央工作会会議以降スタートし，例えば上海ではまず，30万近くの従業員を有する130の大企業
で「3鉄」（鉄の茶わん＝終身雇用，鉄の椅子二固定的な幹部・人事制度，鉄の給料＝画一的な給
料制度）打破の改革の「試験」が進められた。郡小平の南方視察をバネに，上海の改革実施の範
囲が一挙に全市資産の3分の1を占める300の大中型企業に拡大され，年末までには全企業数の
半分以上に拡大されることになっている（3）。
　3つ目の「自給自足」型発展方針にっいても，根本的な転換が遂げられた。中国は1990年末，
468億ドルの公的対外債務残高を抱えており，「借金して経済を発展する」アジアNIES型経済戦
略を取っている。対外債務返済のために，外資導入を拡大し，輸出促進で外資を稼がなければな
らない。この戦略のもとで，中国経済は国際経済の枠組みに深く組み入れられるようになり，90
年一91年の輸出依存度（GNPに輸出総額を割ったもの）は20％に達しており，それは「貿易立
国」の日本（90年，9．1％）を遥かに凌いだ数字である。
　ちなみに，92年春から加速化した改革・開放政策の実施は恐らく年末か翌年初めに，またイン
フレと経済の過熱状態に導く可能性が出てきている。今までと同じように，再び「収」という経
済調整の局面に入ると予想されるが，これは経済改革政策の後退とは必ずしも同一視してはなら
ない。経済状況は今後も好況期と調整期を繰り返していくだろうが，赤字続出の国営企業の改革
などはほとんど逆戻りする余地が残されておらず，経済改革路線は「前進」という一本の道しか
ないといえる。
　　2．対外開放政策
　中国の対外政策は，70年代末まで基本的に，国家威信，安全，主権の強調を中心に進められて
きた。主権意識が強い余り，外国資本の進出に対し極めて敏感であった。それが郵小平時代にな
ると，「4つの経済特区」の設立に象徴されるように，自国を並の発展途上国と位置付け，相互依
存，比較優位，国際分業の観点から対外政策を推進するようになった。1980年「経済特区」の発
足が対外開放路線の起点だったとすれば，1984年，14の沿海都市が「対外開放都市」に指定さ
れ，1987年，「沿海地区経済発展戦略」が打ち出され，開放政策は狭い「点」から数億人口を有す
る沿海地域の「面」に広まった。更に1988年，海南島が省に昇格し，全国最大の「海南経済特区」
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となり，90年，上海の浦東地区が新特区として国務院の指定する「国家級プロジェクト」に格上
げされた。1991年以降，「全方位対外開放」が一層推進され，「3沿（沿海，沿長江，沿国境地帯）
開放戦略」のもとで，今までの沿海地域に加え，中腹地帯の長江流域にも積極的に開放政策を取
り入れ，また国境沿いにロシア，中央アジア諸国，イスラム諸国，インド，ミャンマー，ラオス，
ベトナムなどほぼすべての隣接国との経済交流に積極的に乗り出した。かつての「自給自足」経
済すなわち鎖国政策は完全に，世界経済に依存した開放体制に移行しているといえよう。
　　3．　国内政治政策
　少なくとも建前上，共産主義のイデオロギーの主導となっている中国では，報道統制，「民主集
中制」といった社会主義的政策が長年進められてきた。改革・開放の時代でも政治分野において
基本的に共産党指導，社会主義路線の堅持，ブルジョア自由化反対の政治路線が堅持されている。
経済政策に比べ，政治体制改革がかなり遅れを取っていると一般的に見られている。
　ただし，1978年前の政治運営と比較してみたら，やはり急カーブの変化があったことも事実で
ある。毛沢東時代の政治体制の特徴は「党によるあらゆる領域での排他的一元的支配（党の代行
主義），権力が横にも縦にも集中した議行合一と中央集権的制度，および，国民の政治参加の対極
にある，上からの教化と動員の「大民主」的政治文化，そして毛沢東という組織を越えたリーダ
ーのカリスマ的権威の存在」であったと分析されている（4＞。実際，企業の党書記は生産，人事，財
務など一切の権限を握っていた。
　それに比較すれば，今日の中国はまず，政治政策の遂行方式が大きく変化したといえる。それ
までの「上からの教化と動員の“大民主”的政治文化」一事あるごとに大集会を開くことや毎
週の決まった曜日に政治学習を強要するなどの徹底した思想教育重視に代わって，80年代中期以
降，たとえ胡耀邦失脚，天安門事件のような政治激動が発生したときでも，職場，機関の規模を
越えたような大規模な集会はほとんど開かれていない。大学などの教育機関，幹部部門，共産党
員の間では，定期的な政治学習はいぜん，行われているが，各国営企業でさえ天安門事件直後の
一時期を除いて，政治学習は有名無実になっており，私営企業，「3資企業」の従業員は更に政治
教育から遠ざかっている。農村では人民公社解体後，農民に対する政治教育の組織はほとんど存
在していないと，共産党幹部は嘆いている。
　また，党政分離と党企分離の政治改革もある程度の進展を見せている。第12期党大会で採択さ
れた新党規約で，「党は憲法と法律の範囲内で活動しなければならない」と改正され，それを受け
て新憲法では，「すべての国家機関・武装力・各政党および大衆団体・各企業・事業組織は憲法と
法律を遵守しなければならない」「いかなる組織もしくは個人も，憲法と法律を越えた特権を享有
することは出来ない」とうたい，党が初めて相対化され，その特権も法的に禁止された。
　実際に党企分離への着手はもう少し遅れて始まり，80年代半ば頃から試行されたが，天安門事
件後一時，動揺が見られた。だが，90年秋から「党組織は核心ではなく，中心である」という外
国人は分かりにくい屈折した表現で，党政分離と党企分離の継続的推進が肯定され，1992年初め
の都小平の南方視察談話以降，全国的範囲で再度工場長責任制への移行が実施されている。
　更に，政府機構の機能を向上させるための政治改革も，ある程度の進展があった。例えば公務
員制度にっいて，80年代半ば頃から日本の人事院などに視察団を派遣してその経験を学び，その
後，一部の省，市で実験的に導入された。92年には，3年以内に国務院の各部局と省・市クラス
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の機構に公務員制度を本格的に導入すると発表され，93年には『国家公務員暫行条例』が発布さ
れることになっている。また，党政分離・人員縮小をめざす地方の機構改革に関しても，89年か
ら，省レベルでは河北省，市レベルではハルビン・青島・深別・武漢など，県レベルでは湖南の
華容，内モンゴルの卓資など9っの県で実験的に始まっており（5），92年，更に全国範囲に拡大さ
れている。政府部門内での「3鉄」打破も進められ，92年初めから8月末まで，藩陽市は政府機
関の幹部と職員50名を辞退した，と発表されており（6），95年に公務員制度が本格的に実施される
あかつきには，現在の国家幹部の総人数（約3900万）から3分の1削減されることになってい
る。
理論レベル
　理論レベルには，中国現在の諸政策を根拠づけ，正当化する政治・経済の理論，原則が含まれ
る。これらの理論・原則はほとんどスターリン型のマルクス主義理論をテキストとし，「中国的社
会主義」の特徴を支える基本でもあった。もちろん，中国の政策は指導者の個性による影響を受
け，またよくいわれるプラグマティズムの特徴を有するが，最終的にはマルクス主義理論に根拠
を求めなければならないし，また理論レベルの内容規定によって，行動方針，具体的政策が大き
く束縛されるのが普通である。
　文革が終わるまでの政治，経済政策を指導する理論は各時期に強調点こそ異なったものの，一
番中心的なものは「階級闘争論」であった。社会主義社会に移行してからも「激しい階級闘争」
が依然存在するとされ，そのため，闘争の対象と目される一部の人に対する容赦なき弾圧，批判
が正当化され，共産党の一党独裁の必要性が強調され，大衆に対する徹底的な思想教育が押し進
められた。
　都小平時代に入ると，過激な「階級闘争論」は1982年の第12期党大会をもって放棄されるこ
とになった。その後，天安門事件直後などにおいて，一部の保守派により，「階級闘争論」はやは
り有効だとの提起もあったが，現在，「党の基本路線の中心は政治闘争ではなく，経済建設である」
ということが全国党大会で決議され，党の路線の理論的根拠としての「階級闘争論」は完全に放
棄されたといえる。
　ところで，改革・開放時代において，政策レベルの内容を指導する新しい理論体系が模索され
つつある。この理論レベルの内容には主に，①世界認識，②「4つの基本原則」，③経済理論など
の分野から構成されている。
　③の経済理論には，所有制の理論，対外開放の理論などが含まれるが，試行錯誤を経て今，「社
会主義市場経済」の理論，相互依存，比較優位，国際分業に依拠した対外開放の理論へと変更さ
れている。特に郡小平の南方視察中の談話をまとめた中共中央92年2号文件と3月初めの政治局
決議は意義重大である。政治局決議のなかで「計画と市場は社会主義と資本主義を本質的に区別
するものではない」と断され，「社会主義か資本主義かを判断する基準」の3原則がまとめられ，
中国の生産力発展に有利なもの，総合的国力の増強に有利なもの，人民の生活水準の向上に有利
なものなら，「資本主義のものではない」との理論的判断が示された。筆者はこの党政治局決議の
思想・理論面における意義の重大さを感じ，それを1978年の「真理の基準」論争（「真理を検証
する唯一の基準は実践である」というスローガンによって論争が収拾された）に匹敵する理論分
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野の大転換だと分析しているω。
　次は①の中国の世界認識の変化を見てみよう。長い間，中国は外部の資本主義体制との対決姿
勢を取っていた。70年代，ソ連の脅威に対抗するためアメリカ，日本など西側諸国に接近した
が，理論レベルでは相変わらず，帝国主義，資本主義を敵対勢力として否定していた。改革・開
放政策が実施された70年代末以降，西側世界の政治思想，哲学，社会の真実の姿が徐々に紹介さ
れるようになり，「4っの近代化」戦略の不可欠な協力パートナーである西側各国を「社会主義と
共存できるもの」「利用できる資金・技術源」として認知し始めた。天安門事件後，西側諸国の「和
平演変」の陰謀を批判する一時期もあったが，1992年に入ってから，資本主義の象徴である株式
制，証券取引所などを積極的に導入している。92年8月の韓国との国交樹立はまさにイデオロギ
ー抜きの実務外交戦略の典型的な例であり，21世紀中期まで続くとされる「社会主義の初級段階」
において，中国は資本主義世界を認知し共存していく長期的路線を取っていくと予想されている。
　経済理論や世界認識の変化に比べ，「4っの基本原則」は一貫して「堅持」されているかのよう
に見える。政治的揺れがあるたびに，「4っの基本原則を堅持せよ」との言葉が繰り返され，中国
社会主義の保守的側面の代名詞にもなっている。
　「4っの基本原則」とは，社会主義の道の堅持，プロレタリア独裁の堅持，共産党指導の堅持，
マルクス主義・毛沢東思想の堅持，という4っの「堅持」を指す。1979年，北京で民主化運動が
発生し，共産党内部でも，都小平路線は，資本主義をめざすものではないか，との批判が出た。
それに答えて，郡小平は「4つの基本原則」論を打ち出した。天安門事件直後も，都小平は再三，
「4っの基本原則」の堅持を強調した。
　字面では「4っの基本原則」は今でも何一っ変わっていないが，ただ一概に「保守政治の象徴」
として片付けるのではなく，その中身を検討すべきである。それによってこれらの基本原則も経
済改革・開放政策に歩調を合わせつつ「変質」していることが分かる。
　まず「マルクス主義・毛沢東思想の堅持」。70年代都小平が「真理を検証する唯一の基準は実践
である」の論争に勝った後，マルクス，エンゲルス，レーニン，毛沢東の理論について，その「精
神と実質」は堅持されるべきだが，「具体的な論点，判断」は修正してもかまわない，として思想
解放運動を展開し，マルクス主義のバイブル「資本論」の欠陥も指摘できるようになった。これ
らの理論はある程度相対化され，改革路線に適用できる部分は使い，相反する部分は棚上げにす
るという現指導部の実用主義的な扱いが目立っている。
　2番目は「プロレタリア独裁の堅持」。「階級闘争論」の否定にしたがい，実際の「独裁的」政策
措置はかなり緩和された。地主，富農，反革命分子，右派などかつての「社会の敵」は99％名誉
回復され，2千万人以上が社会の平等な一員に戻った（8）。しかし一方，1979年の民主化運動から89
年の天安門事件まで，反体制勢力に対しては依然，容赦なく「プロレタリア独裁」を施している。
これは西側諸国の非難する「人権無視」の最大の対象となっているが，ただし10数年前の「独裁」
と比べると，弾圧の対象層がはるかに狭められたことも事実である。したがって，この独裁論は
現在，動乱・混乱に対処するための理論的根拠としては依然成り立っているが，実際の政策遂行
の根拠には必ずしもなっていないといえる。
　3番目の「共産党指導の堅持」は，複数政党制，自由選挙の導入を拒否し，中国共産党の一党指
導体制の続行を意味するものである。ソ連，東欧の激変のなかで，北京では「多党合作民主協商
体制」がうたわれたが，実質は変わっていない。社会主義の道を堅持するからには，これが最後
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まで堅守される一線であろう。また，東アジアの発展途上国の共通した政治体制の特徴から見る
と，これは「中国型開発独裁」政治の基本になっており，かつての理論原則から政権維持の手段
に変質しつつあるといえよう。
　内容が一番大きく変わっているのは，「社会主義の道の堅持」という項目であろう。1982年の第
12期党大会で，普遍的＝スターリン型社会主義が放棄され，「中国型社会主義」建設のスローガン
が打ち出された。次に87年の第13期党大会では「社会主義初級段階論」が採択された。この「初
級段階論」の実質について，共産党の「タテマエ」として社会主義の看板は依然残るが，再び資
本主義の発展段階を経てから社会主義の道を歩むこととは「紙一重である」との分析があり（9），当
をえているといえよう。天安門事件後一時期，社会主義についての解釈にも動揺が見られたが，
92年春の「社会主義か資本主義かを判断する3つの基準」の提出により，「社会主義の道」の内容
の修正が更に一歩前進し，韓国などのアジアNIESが取っているほとんどすべての政策を包容し
たものとして理解できよう。
社会意識レベル
　このレベルの内容は政策，理論論レベルに比べ，より変化しにくい底流に位置し，政策，理論，
社会生活および国際環境に大幅な変動が生じ，しかもその変動が持続することにより，初めて徐々
に変化が生じるものである。アヘン戦争後の外部からの強力な刺激により，「租界」，「買弁」およ
びそれに伴う意識が生まれたが，大半の国民の意識は旧態依然であった。中央集権の伝統があり，
同時に封建的な社会意識がぶ厚く沈殿している中国の意識変動がいかに難しいかを示している。
　中国における社会意識の変化は基本的に2本の軸で量られるると考えられる。1本は「脱封建社
会意識」の軸で，もう1本は「近代資本主義の意識の導入」の軸である。新中国成立後，強力な
共産党指導体制のもとで，「脱封建社会意識」の努力がある程度功を奏した。しかし国際環境と指
導者の認識の限界により，「近代資本主義の意識の導入」のアプローチが固く閉ざされたため，結
局，封建的社会意識が根強く残り，個人崇拝などの伝統観念が文化大革命発動の基盤を作った。
　70年代末以降の社会意識層の変動はまず，「近代資本主義の意識の導入」の軸で始まった。対外
開放により，広い外部世界に中国国民の目が開かれ，その伝統意識に大きな衝撃を与えた。上海
の研究者はその衝撃波の代表例として，①70年代末の香港，台湾からの流行歌の流入，②80年
代初めの西側の現代哲学，特にサルトルの実存主義の紹介ブーム，③トフラーの「第3波の波」
ブームを挙げて分析を試みた（1°）。日本人研究者もこの社会意識レベルにおける中国の変化を注目
し始め，研究成果を発表している（11》。
　また，88年海南省が設立して以来の「海南人の思想観念」の幾つかの変化の特徴を調査した論
文がある。その変化には，自己閉鎖の意識から開放意識への転換，理想主義から現実主義への転
換，盲目的な優越感から緊迫・危機意識への転換，アラタルキーの経済観念から商品経済観念へ
の転換，随意性・無秩序性から規範意識への転換，最後に，受動的心理から積極的心理への転換，
などが挙げられている（12）が，近代資本主義社会の意識構造を目標指向としていることが明らかで
ある。
　外部の刺激により社会意識レベルの変化は80年代，特区から非特区へ，開放区から非開放区
へ，沿海地区から内陸地区へと浸透しつつある。そして「脱封建社会意識」の軸の変化に及んで
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いく。80年代半ば頃から知識人，学生を中心に，政治運営・政治体制における封建的観念，腐敗
現象を批判する動きはかなり広まっている。今から考えれば，89年の北京民主化運動は「脱封建
社会意識」の軸の意識革命でもあったと評価し得よう。この2本の軸の同時進行的な変化によっ
て，中国人の社会意識が本格的に変革期を迎えているが，それは近代以来100年できなかった全
社会の意識構造の変化を，ここ10数年間の改革・開放路線がもたらしつつあることを意味するも
のである。
　もちろん，この2本の軸において，根本的な変化がすでに起こったと評価するのはまだ早い。
「近代資本主義の意識の導入」の軸では，社会主義という建前を堅持している以上，より徹底した
導入が難しいし，特に政治体制が変わっていないため，その変化に自ら限界が生じる。一方の「脱
封建社会意識」の軸でも，特に農村では血縁関係重視，宗教的結束などが目立っており，本格的
な変革を実現するにはまだ相当な歳月を要するものと思われる。
　今問われる問題は，今後の中国はここ10数年の変化の線上に更に革命的な意識変化を続けてい
くか，それとも結局は近代100年来の宿命のように，表面的な変化だけに終わってしまうか，と
いうことである。情報化時代の特徴，中国の開放政策の後退不可能などの要素から見ると，今後
の中国は「近代資本主義の意識の導入」の軸を先頭に，意識革命が続行され，それが2000年にわ
たる封建社会の残した伝統意識の変革一もう1本の軸「脱封建社会意識」の変革を促していく，
というパターンで，更に変革の深さと広さを増していくと予測される。
　前にも触れたように，政策，理論レベルの変化にもたらされた社会意識レベルの変化が一旦始
まると，逆に政策・理論両レベルの揺れと逆戻りを制約する機能をもっている。天安門事件があ
ったにもかかわらず，改革・開放政策が逆戻りできず，ここ1，2年は更に政策・理論レベルの前
進を押しあげているのはまさに，この社会意識レベルの静かで着実な変化の反作用によるものと
見てよかろう。その意味で今の中国社会はまだ“双軌制”一古い意識と新しい意識の並存社会
であるが，国民意識の着実な変革は政治・経済・社会各方面の前進を促す巨大な原動力に更にな
っていくであろう。
社会構造レベル
　第3項目の国民意識レベルの定義もそうだが，社会構造レベルの内容を厳密に定義することは
難しい。ある研究者は中国の基本的な社会構造を，「都市と農村の断層，幹部と大衆の断層，制度
化された統治システムと“状況的”な人間関係の断層，経済と政治の断層」という4つの軸を挙
げている（’3》が，これは恐らく狭い意味上の「社会」の構造を指すものと思われ，本論文の言おう
とする4つのレベルの中の社会構造レベルはもっと広い意味での「社会」に想定されたい。少し
漠然だが，政策・理論・社会意識よりも更に深層的なもので，政治構造，社会構造などを含めた，
一番変わりにくい社会の底層を指すものである。それを支えているのは東洋的専制社会とか中華
思想の社会とか呼ばれる伝統的な特徴で，端的に言えば，中国の中国たる性格をなす深層のもの
である。
　改革・開放の波が政策，理論レベルを洗い，更に社会構造レベルまで押し寄せている現状にお
いて，起こりつつある変化と伝統的な社会・政治構造との間に亀裂が生じ，今日ほど深刻な変動
を孕んでいるときはない。しかし衝撃がすに発生したものの，この社会構造レベルにおける大き
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な変化を，改革・開放の10数年だけに期待すること自体が無理である。上述の狭い意味の社会構
造の内容一「都市と農村の断層」など4つの断層を見ても，本当の変化はこれからを待たなけ
ればならない。まして広い意味の社会構造の変革を遂げるには数百年，数千年の沈殿物があるた
め，短期的には不可能である。
　ただし改革・開放路線の中国社会にもたらしている衝撃が非常に強いものであることは間違い
ない。すでに第3レベル，社会意識構造に及んだこの衝撃波は更に10数年持続していけば，中国
の伝統的な社会構造に深刻な衝撃を及ぼすことも当然，予想されるであろう。そしてその本格的
な変化は恐らく，都小平の主張した4つの近代化の実現した21世紀半ば頃に到来するだろうと考
えられる。
　変革が起こるという前提のもとで今後の中国の社会構造の行方を考える場合，①その社会構造
はどんな方向へ変化していくか，②社会構造の変革は革命的な大混乱を起こさずに完成すること
が可能か，という問題に答えを与えなければならない。
　中国の社会構造の変革の方向についていえば，開放体制が続く限り，「世界的な流れ」に沿って
変化していくだろうと予想される。ただしこの場合，「世界的な流れ」の定義が必要である。旧ソ
連・東欧の体制が崩壊したからといって，中国の変革の方向も「資本主義化」の道しかない，と
答えるのは短絡的になる。第一，資本主義世界にもさまざまな異なるモデルがある。また，そも
そも社会主義，資本主義といったイデオロギー的な発想はいずれも生産力発展のある段階におけ
る人間の社会意識を反映したもので，それをより前の時代にも，より後の時代にも必ずあてはめ
られることは断言できない。今後の世界はどうなるか，いろいろと予測が立てられているが，「ポ
スト・イデオロギー」の時代になることは間違いない。
　したがって，マルクス主義原則の一部分である「原始社会一奴隷社会一封建社会　　資本
主義社会　　共産主義社会」という社会進化論的な「歴史の流れ」の分析法もそのまま導入する
ことはできない。ほかの参照基準もそれぞれ短所があることを承知した上で，本論文では仮設的
に，新技術革命の作用を重視したトフラーの「第3の波」の分析枠を参考したい。
　トフラーの「第3の波」の分類によると，約1万年前に人類社会に革命的な変化をもたらした
農業革命が「第1の波」であり，そして「第2の波」は約3世紀前からの産業革命より引き起こ
された。現在，新技術と新技術産業の出現により，人類社会は「第3の波」の衝撃を受けている，
ということである。改革・開放政策が始まる前の中国は主に「第1の波」　　農業社会の特徴を
もっていた。現在，「社会主義の初級段階」にあると認め，産業革命後の資本主義の経済発展の段
階をもう一度経験しようとしており，「第2の波」の革命的な変化を目指している。トフラーは「第
2の波」の6つの原則を，①規格化，②分業化，③同時化，④集中化，⑤極大化，⑥中央集権化，
と挙げているが，この6っの原則はまさに70年代以降中国指導部の目指している「4つの近代化」
の目標ではなかろうか。
　その意味で，「4つの近代化」が実現したあかつきには，中国の社会構造も伝統的農業社会から
工業社会への変身を遂げることになる。ただし80年以来，特に先進工業国を襲った「第3の波」
も，経済特区，沿海地域の窓口を経て中国全土に大きな衝撃を与えつつある。一度に「第2の波」
と「第3の波」の衝撃を受ける中国は今後しばらく，「精神分裂」症状を起こしかねないが，その
試練を通り抜けることができれば，21世紀半ば頃の中国はただの「第2の波」の社会ではなく，
また，一部の「第3の波」国家とも異なる「2．5の波の社会」になるのではないかと考えられる。
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いずれにせよ，今日までの中国の伝統的な社会構造は今後，封建的伝統，社会主義の原理の影か
らますます離れ，新技術革命にもたらされる世界的な変革の波にさらされ，「世界の中の中国」に
変身せざるをえないようになっていくであろう。
　もう1つの問題は，中国の社会構造の変革は革命的な大混乱を起こさずに完成することが可能
か，ということである。今までの世界史において，社会構造の大変革はみな，政治体制の革命的
な大変化にともなって実現したものである。中国近代史以来の社会体制，政治制度の変革もこと
ごとく大革命を経てきた。ここ10数年の改革・開放政策の推進プロセスから見ても，一旦変革の
波が国民の社会意識層に及ぶと，やはり反体制運動が発生し，天安門事件のように，武力行使な
しでは制御できない事態に陥った。今後，都小平のようなカリスマ性をもつ第1世代の革命指導
者が歴史の舞台から姿を消したあと，共産党の次世代の指導者が変革の怒濤のなかをしっかりと
舵取りできるかどうか，ますます注目されるであろう。
　しかし，今後の中国の改革・開放路線の継続が必ず大混乱を招くとも断言できなくなっている。
当初，都小平の改革路線も大混乱を起こすだけだと内外で予測されていたが，一応平和的に推進
することができた。指導部内の意見相違は今後も発生するだろうが，大混乱を避ける点では，指
導部内では一致していると見られる。漸進的な改良路線が中国に一番適する，という共通認識の
生まれは郵小平時代が残す最大の財産になると言えよう。
　そして旧ソ連全域で発生している経済困難と民族問題も共に，中国国民の「反面教師」になっ
ている。12億の人口を有し，経済力が立ち遅れている中国はそのような混乱は耐えられないと，
一般の国民だけでなく，天安門事件に海外に出た一部の反体制運動家も認識している。また，世
界の人口の5分の1を占める中国の大混乱を，日本を含めた国際社会も望んでいないであろう。
更に言えば，新技術革命の時代において，大きな社会的混乱を経ずに社会構造の深層への改革を
進める可能性も出てきていると思われる。
　上述のように，今日の中国はただひたすらに改革・開放を推進するという一本の道しか残って
いない。しかし社会構造の深層まで激動をもたらすこの前進過程において，どのような混乱が生
じるかはまったく予断を許さない。小さな混乱は避けられないだろう。大混乱を引き起こすよう
な条件も常に存在する。その大混乱を回避するには，現段階では共産党指導部が，柔軟で常に一
歩先をリードする政策指導が出来るかどうかにかかっている。そして経済・社会分野の変化がい
よいよ政治構造の大幅な変革を要求するときは，共産党がいかに手際よく民主主義体制へのバト
ンタッチをするかにかかっていると言えよう。
終わりに
　以上のような4レベルの内容を簡単ながら一通りの検討を終えた上で，「中国が一体変わったか
否か」の問題を改めて考える場合，次のような幾っかのヒントが得られると思われる。
　1．　ここ10数年来の中国の変化は目を見張るものがあり，既に政策，理論レベルの変化に留ま
らず，社会意識レベルまで変化の波を浸透させている。地域の差，年齢層の差はあるが，「近代資
本主義の意識の導入」と「脱封建社会意識」の2本の軸での変化はもはや逆戻りが不能な段階に
来ている。もちろん，郵小平時代に不幸な天安門事件も発生した。しかし，旧ソ連のもたらした
経済困窮・民族問題を見ると，12億人口の大国は他の国に迷惑をかけることなく，自分の力で伝
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統社会の脱皮，世界共通の波にのせることに初歩的に成功した都小平路線はやはり高い評価が与
えられるべきであろう。
　2．　現在の改革はまだ「中国的」な段階に留まっているが，世界の流れと一致した方向に向か
っている。中国の改革は社会主義国家の自己更新の道として一ある程度成功を収めたモデルと
して評価されるべきで，今後の社会主義国家の行方，特にアジアの社会主義国家の行方を占う上
で重要な参考指標となろう。
　3．　改革・開放路線による変化はすでに社会意識層まで浸透しており，都小平亡き後の中国で
も，小さな揺れがあっても政策・理論ないし社会意識レベルにおいて，逆戻りが不可能になって
いる。ただし，その改革が社会構造に及んでいくとき，激動が起こることは当然予想される。そ
のプロセスにおいて大混乱が起こるかどうか，どの程度の混乱にとどめることができるか，現在，
予測が立てにくい。
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How　Far　Has　China　Changed？
Zhu　Jian－Rong
　　　China　has　promoted　its　reform　and　open・door　policy　for　more　than　ten　years．　Different
opinions　have　been　heard　as　to　its　achievements　judging　from　western　standards．
　　　Iwill　deal　with　this　issue　by　the　analysis　based　on　the　following　four　levels：1）policy
level；2）theory　level；3）social　conscience　level；and　4）social　structure　level．　I　will　try　to
assess　the　degree　of　changes　in　China　by　analyzing　these　four　levels．
